
職員数

(Ａ) 給　料

人 千円

301 1,255,163

　(4)　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

平成17年 平成18年平成19年平成20年

西脇市 97.1 95.9 96.3 96.2

　(3)　特記事項

内　　　　　　　　　容 期　　　　　　間

給与等抑制措置

　　　 ３　平成20年の数値は、国から公表の許可があった後に公表します。

　　　 ２　平成17年の数値は、合併前の旧市町の加重平均値です。

　　　　 準を示す指数です。

　管理職手当10％カット 　平成17年12月～平成21年３月

１　総括

計　(Ｂ)職員手当

　(注) １　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100とした場合の地方公務員の給与水

1,962,132

給　　　　　　与　　　　　　費

千円

193,987

　(注) １　職員手当には退職手当を含みません。

　　　 ２　職員数は、平成19年４月１日現在の人数です。

6,519

千円

 給与費(Ｂ/Ａ)

千円

2,840,715 16.0

期末勤勉手当

 １人当たり

512,982

千円

区　分

区　分

44,925

人 件 費 率

(Ｂ/Ａ)

％

19年度

19年度

人件費　(Ｂ)実 質 収 支

千円

228,777

千円

　(1)　人件費の状況（普通会計決算）

　(2)　職員給与費の状況（普通会計決算）

歳出額　(Ａ)

千円

17,705,212

住民基本台帳人口

（19年度末）

人

西脇市

97.1

95.9
96.3 96.2

95.0

95.5

96.0

96.5

97.0

97.5

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年



区　分

西脇市

兵庫県

国

類似団体

西脇市

うち調理員

兵庫県

国

類似団体

区　分

西脇市

大学卒

高校卒

高校卒

大学卒

大学卒

高校卒

高校卒

大学卒

250,400 円

－

－ －320,623 円

373,947 円

対応する民間の類似職種公　　　　務　　　　員

平均給与月額

－

平均給与月額

356,705 円

平 均 年 齢

376,540 円

388,096 円

401,957 円

419,669 円

－ 387,506 円

44.4  歳 350,132 円 449,194 円

44.4  歳 340,792 円 404,212 円

45.0  歳 350,682 円

－

41.8  歳

41.1  歳 325,113 円

342,187 円

平 均 年 齢 平均給与月額(国ベース)

50.1  歳

－

－

　　 ②　技能労務職

48.7  歳 330,020 円

区　分

338,110 円

平均給料月額

344,695 円

－

324,800 円 359,400 円

172,200 円

140,100 円

137,200 円

－

327,700 円

303,000 円

266,200 円

266,200 円

教　育　職 271,900 円

228,500 円
一般行政職

技能労務職 220,300 円

区　　　　　分

技能労務職

教　育　職

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　(1)　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成20年４月１日現在）

平均給料月額 平均給与月額平 均 年 齢

　　 ①　一般行政職

平均給与月額(国ベース)

　　　　 均給与月額には時間外勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じ

　　　　 ベースで計算したものです。

一般行政職

　(3)　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成20年４月１日現在）

区　　　　　分 西　脇　市 兵　庫　県 国

※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較に当たり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全

平均給与月額

361,725 円

　　　 ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの

378,116 円

　(注) １　「平均給料月額」とは、平成20年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

 46.0歳

平 均 年 齢

　　 ③　教　育　職

平均給料月額

　に一致しているものではありません。

369,468 円

※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータ（臨時・パート職員等を含む）

349,654 円

　を使用しています。

－

405,908 円

48.9  歳 284,679 円

48.6  歳

303,000 円

258,600 円 296,000 円

経験年数15年経験年数10年 経験年数20年

　　　 　すべての諸手当の額を合計したものです。また、「平均給与月額(国ベース)」は、国家公務員の平

－

 174,330 円

 140,888 円144,500 円

144,500 円

191,600 円

172,200 円

 137,280 円

　(2)　職員の初任給の状況（平成20年４月１日現在）

48.3  歳 279,799 円 314,047 円 295,984 円



区　 分 ８　級 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

標準的な 理　事 次　長

技　監 課　長

職務内容 部　長 主　幹

職員数(人) 10 42 32 54 74 35 3 4

構成比(％) 3.9 16.5 12.6 21.3 29.1 13.8 1.2 1.6

３　一般行政職の級別職員数等の状況

　(1)　一般行政職の級別職員数の状況（平成20年４月１日現在）

　(2)　昇給への勤務成績の反映状況

課長補佐 主　査

　(注)　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

一般職員 その他主　任 上級職員

　　平成19年10月から管理監督職を対象に人事考課制度の試行を行っており、

　平成21年度中には、本格実施に移行していく予定です。

　　現在、昇給区分に差を設けていませんが、本格実施へ移行後、昇給への

　への勤務成績の反映について検討を進めていきます。

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成19年 平成20年

８　級

７　級

６　級

５　級

４　級

３　級

２　級

１　級



区　　分

区　　分

各 6,500円

加算額 5,000円

3,500円 2,500円

2,000円 0円

55,000円

部　長 71,460円 次　長 63,540円 課　長 53,910円

課長補佐 33,390円 主　査 24,210円

無支給地

西　　　　脇　　　　市 国

－
 定年前早期退職特

 例措置(2～20％)

１人当たり
3,067千円 25,877千円

同　　じ退 職 手 当

（支給率） 自己都合

その他の加算措置

平均支給額

勤続20年 23.5  月分

勤続25年 33.5  月分

勧奨・定年

最高限度額 59.28 月分 59.28 月分

59.28 月分勤続35年 47.5  月分

30.55 月分

41.34 月分

　(注) １　支給実績（平成19年度決算）は、普通会計決算の額です。

　　　 ２　退職手当の１人当たり平均支給額は、19年度に退職した職員に支給された平均額です。

支給実績（平成19年度決算） 14,524千円

同　　じ

交通機関利用者　運賃の額相当額

最高支給額通 勤 手 当

自動車等利用者　片道２km以上の者

2,000～24,500円

同　　じ

新築・購入から５年未満

同　　じ

同　　じ

10,275千円

配偶者 13,000円

その他の扶養親族

支給実績（平成19年度決算）

月額12,000円を超える家賃を支払って

時間外勤務手当

支給実績（平成19年度決算） 46,284千円

支給実績（平成19年度決算） 41,535千円

１人当たり平均支給年額

扶 養 手 当

137,990円

年度初め満16歳～年度末満22歳の子

主な手当の名称　現場手当（班長手当）

異 な る
支給職員の割合 1.0％

月額10,000円

支給実績（平成19年度決算） 300千円

いる職員に支給 最高27,000円

借家居住者

　格実施に移行していく予定です。

512,982千円

3.00 月分 1.50 月分 4.50 月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置　　有

１人当たり平均支給年額 1,704千円

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

期 末 手 当

国

（平成20年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 計

支給実績（平成19年度決算）

４　職員の手当の状況（給与改定後、平成20年４月１日現在）

世帯主である職員に支給世帯主である職員に支給

新築・購入から５年以上

住 居 手 当
自宅居住者

勤 勉 手 当
同　　じ

地 域 手 当

西　　　　脇　　　　市

管理職手当 異 な る

支給実績（平成19年度決算） 72,327千円

新築・購入から５年未満

新築・購入から５年以上

　　平成19年10月から管理職監督職を対象に人事考課制度の試行を行っており、平成21年度中には、本

　　本格実施へ移行後、勤務手当への成績率の反映を検討していきます。

１人当たり平均支給年額 100,000円

支給実績（平成19年度決算） 0千円

支給率０％

特殊勤務手当



市　長

副市長

議　長

副議長

議　員

市　長

副市長

議　長

副議長

議　員

市　長

副市長

５　特別職の報酬等の状況（平成20年４月１日現在）

　(注) １　給料及び報酬の（　)内は、減額措置を行う前の金額です。

　　　 ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期

区　　分

給
料

計

4.40

20年度支給割合（月分）

679,000 円 （ 970,000 円 ）

632,000 円

490,000 円

390,000 円

（ 790,000 円 ）

任 期 毎

4.40

６月期

2.10

12月期

2.30

６月期

給　　　　料　　　　月　　　　額　　　　等

給料月額×在職月数×0.41

給料月額×在職月数×0.25

　（算定方式）

13,362,720 円

 7,584,000 円

　（１期の手当額） （支給時期）

任 期 毎

計

報
　
酬

退
職
手
当

期
　
末
　
手
　
当

20年度支給割合（月分）

430,000 円

　　　 　（４年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額です。

2.10

12月期

2.30



　(3)　定員管理の数値目標及び進捗状況

9.1 0.0

28 22

11 8.7 11.4

23 0

26

　(2)　年齢別職員構成の状況（一般行政職、平成20年４月１日現在）

　(1)　部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）

7 3515 26

　事務の統廃合・縮小

　業務増

29 66

2.8 5.9

48～51歳 52～55歳

13.810.2

56～59歳 60歳以上

　事務の統廃合・縮小

　事務の統廃合・縮小

　業務増

　事務の統廃合・縮小　　事務の民間委託

職員数 (人)

区　分 20～23歳20歳未満

3

1.2

44～47歳

　事務の統廃合・縮小

　事務の統廃合・縮小　　事務の民間委託

　事務の統廃合・縮小

構成比 (％)

0

0.0

40～43歳

職員数 (人)

区　分

構成比 (％)

36～39歳32～35歳28～31歳24～27歳

議　会

普
 
通
 
会
 
計
 
部
 
門

公
営
企
業
等

合　　　計

病　　院

21

29

17

教 育 部 門

平成20年

職　　　員　　　数

16

9

28

16

1

8

4

80

15

42

水　　道

下 水 道

そ の 他

15

対 前 年

増 減 数平成19年

1

4

74

18

0

△ 6

△ 3

△ 1

△ 1

0

1

主　な　増　減　理　由

　事務の統廃合・縮小　　機械化

　事務の統廃合・縮小

６　職員数の状況

小　計

△ 3

1

区　　　分

△ 2

△ 13

△ 12

0

43

△ 1

△ 29

△ 4398

82

△ 2

330

13

25

191

402

総　務

税　務

民　生

小　計

一
 
般
 
行
 
政
 
部
 
門 27

204

94

330

　(注)　H17.４.１の数値は、合併前の旧市町の合計値です。

土　木

衛　生

労　働

農林水産

商　工

700 671

12

17

純減数(人)

△ 67

職　　員　　数　　(人)

　　①  H17.４.１～H23.４.１における定員管理の数値目標

純減率(％)

△ 9.0

H17.４.１ H23.４.１

748 681 671

　②　進捗状況

H20.４.１

職　　員　　数　　(人)

H19.４.１

700

0.0 1.2 2.8
5.9

10.2
13.8

11.0
8.7

11.4

26.0

9.1

0.00.0
5.0

10.0
15.0
20.0
25.0
30.0

2
0

歳
未
満

2
0

～

2
3

歳

2
4

～

2
7

歳

2
8

～

3
1

歳

3
2

～

3
5

歳

3
6

～

3
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歳

4
0

～
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3

歳
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～
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4
8

～

5
1

歳

5
2

～

5
5

歳

5
6

～

5
9

歳

6
0

歳
以
上



男　性 女　性 合　計

2 23 25

34 36 70

2 3 5

16 17 33

16 16 32

男　性 女　性

46 40 3 1 2

5 5 1 1 0

10 9 1 1 0

8 5 1 1 0

3 3 1 0 1

26 26 23 3 20

1 1 1 0 1

件　数

0

0

件　数

1

0

0

0

　退　職　者　数

保　　健　　師

臨 床 検 査 技 師

※　介護休暇及び組合休暇については、無給の休暇です。

定 年 退 職

普 通 退 職

　 負傷又は疾病のため療養する必要があり、勤務しないことがやむを得ないと認められる場合

　 配偶者、父母、子等で負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障がある者の介護をするた

　 結婚、出産、忌引その他の特別の理由により勤務しないことが相当である場合

　 職員が請求した場合（１暦年において20日）

　(2)　懲戒処分

戒　告

９　職員の分限及び懲戒処分の状況（平成19年度）

７　職員の任免（平成19年度） （単位：人）

８　採用試験（平成19年度実施分） （単位：人）

希 望 退 職

区　　　　分

処　分

免　職

停　職

減　給

備　　　　　　　　　　　　　考

　職務に関連があると認められる学術に関する事項の調査、研究又は指導

　心身の故障のため、長期の休養を要する場合　　　３件

　(1)　分限処分

降　任

看　　護　　師

受験者数申込者数職　　　　種

処　分

免　職

備　　　　　　　　　　　　　考

に従事する場合　　　１件

８　時　間

40　時　間

合　　格　　者　　数

　新　規　採　用

休　職 4

作 業 療 法 士

助　　産　　師

一　般　事　務

診療放射線技師

10　職員の勤務時間その他の勤務条件（平成20年度）

年次休暇

病気休暇

　(1)　勤務時間（標準的なもの）

１週間の勤務時間

１日の勤務時間

休　憩　時　間

勤　務　時　間 ８時30分～17時30分

12時00分～13時00分

特別休暇

組合休暇

　(2)　休暇

　 職員団体の業務と認められるものに従事する場合

 め、勤務しないことが相当であると認められる場合
介護休暇

区　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容




